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上場会社名 株式会社   関 東 つ く ば 銀 行 上場取引所 東証第一部

コー ド番 号 ８３３８ 本社所在都道府県 茨城県

　（ＵＲＬ  http://www.kantotsukuba-bank.co.jp/ ）
代 表 者 役職名 取締役頭取 氏　名 草 間　    卓
問合せ先責任
者

役職名 総合企画部長 氏　名 藤 川　　雅 海 TEL (029) 821 - 8111

中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 26日 中間配当制度の有無　　 　有

中間配当支払開始日　　      平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無　　有 (1単元 :１００株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成16年4月1日 ～ 平成16年9月30日）

　(1)経営成績 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 収 益 経 常 利 益 中間(当期）純利益 1株当たり中間(当期)純利益

百万円      ％ 百万円     ％ 百万円   ％     円　銭

16年 9月中間期 16,167 10.0 △ 12,042 - △ 10,968 - △ 485.61

15年 9月中間期 14,703 - 187 - △ 810 - △ 37.94

16年 3月期 33,477 - 1,518 - 1,129 - 51.99
(注) ①期中平均株式数 (普 通 株 式) (優 先 株 式) 

16年9月中間期 22,586,529  株 4,536,803 株

15年9月中間期 21,374,582  株 4,988,506 株

16年 3月期 21,720,336  株 4,858,453 株

　　　②会計処理の方法の変更　　 　無

　　　③経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(2)配当状況
１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円　銭 円　銭

16年 9月中間期 普通株式 0.00 －

優先株式 0.00 －

15年 9月中間期 普通株式 0.00 －

優先株式 0.00 －

16年 3月期 普通株式 － 0.00

優先株式 － 0.00

　(3)財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
自己資本比率
（国内基準）

百万円 百万円 ％   円  銭   ％

16年 9月中間期 1,151,827 19,329 1.7 267.58 （速報値） 5.10

15年 9月中間期 1,210,614 28,250 2.3 628.78 6.48

16年 3月期 1,198,568 31,088 2.6 770.01 6.58
   (注)①期末発行済株式数　 (普 通 株 式) (優 先 株 式)

16年9月中間期 22,972,170  株 4,394,100 株

15年9月中間期 21,697,184  株 4,869,200 株

16年 3月期 22,336,694  株 4,629,700 株

　　②期末自己株式数 (普 通 株 式) (優 先 株 式)

16年9月中間期 47,961  株 ― 株

15年9月中間期 27,375  株 ― 株

16年 3月期 40,964  株 ― 株

２. 17年 3月期の業績予想（平成16年4月1日  ～  平成17年3月31日）
　 経   常　収　益 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　　末

百万円 百万円 百万円  円　銭 円　銭

通　　期 33,500 △ 8,000 △ 5,600 普通株式  0.00 0.00

優先株式  0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           △　243円　77銭

業績予想について

※  業績予想及び関連する事項等につきましては、連結資料の6頁を参照してください。
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株式会社　関東つくば銀行

「16年9月中間期の業績」指標算式

○ １株当たり中間期純利益

中間期純利益－中間期優先株式配当金総額

普通株式の中間期中平均発行済株式数（普通株式の中間期中平均自己株式数を除く）

○ １株当たり株主資本

中間期末資本の部合計－中間期末発行済優先株式数×発行価額

普通株式の中間期末発行済株式数（普通株式の中間期末自己株式数を除く）

「17年3月期の業績」指標算式

○ １株当たり予想当期純利益

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

普通株式の期末発行済株式数
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         　第８１期中（平成16年9月30日現在）中間貸借対照表

株式会社  関東つくば銀行

（単位：百万円）

科            目 金      額 科            目 金      額

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 116,486 預 金 1,107,359

買 入 金 銭 債 権 2,858 借 用 金 10,000

商 品 有 価 証 券 341 外 国 為 替 15

金 銭 の 信 託 999 そ の 他 負 債 3,083

有 価 証 券 171,619 賞 与 引 当 金 321

貸 出 金 847,509 退 職 給 付 引 当 金 3,380

外 国 為 替 1,852 再評価に係る繰延税金負債 929

そ の 他 資 産 6,240 支 払 承 諾 7,410

動 産 不 動 産 10,998 負 債 の 部 合 計 1,132,498

繰 延 税 金 資 産 11,350 （資本の部）

支 払 承 諾 見 返 7,410 資 本 金 20,000

貸 倒 引 当 金 △ 25,837 資 本 剰 余 金 7,796

資 本 準 備 金 7,796

その他資本剰余金 0

利 益 剰 余 金 △ 9,387

中 間 未 処 理 損 失 9,387

中 間 純 損 失 10,968

土 地 再 評 価 差 額 金 105

株 式 等 評 価 差 額 金 850

自 己 株 式 △ 36

資 本 の 部 合 計 19,329

資 産 の 部 合 計 1,151,827 負債及び資本の部合計 1,151,827
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注 1.   記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.   商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。
3.   有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平

均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

資本直入法により処理しております。
4. 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。
5.   デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

6.   動産不動産の減価償却は、定率法(ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)

については定額法)を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。

建 物 １５年～５０年

動 産 　３年～１５年
7. 　自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却してお

ります。
8.   外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。
9.   貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は２８，３４４百万円であります。
10. 　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期

に帰属する額を計上しております。
11.   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。　

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１年）による定額

法により損益処理
数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

  なお、会計基準変更時差異（６，４２９百万円）については、厚生年金基金の代行部分の返上に伴う処理額

を除き、１０年による按分額を費用処理することとし、当中間期においては同按分額に１２分の６を乗じた額

を計上しております。
12.   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
13.   消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動

産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

14.   動産不動産の減価償却累計額 １０，７１８ 百万円

15.   動産不動産の圧縮記帳額 ４１２ 百万円  
16.   貸出金のうち、破綻先債権額は５，２９８百万円、延滞債権額は７６，４３８百万円であります。

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
17.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は６３５百万円であります。

  なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
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18.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１６，５４２百万円であります。

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。
19.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は９８，９１６百万円

であります。

　なお、16.から19.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
20. 　住宅ローン債権証券化 （ＲＭＢＳ - Residential　Mortgage　Backed　Securities） により、信託譲渡を

した貸出金元本の当中間期末残高は、 ４７，６２１ 百万円であります。なお、当行はＲＭＢＳの劣後受益権

１３，３６３ 百万円を継続保有し、「貸出金」に１１，３５１ 百万円、現金準備金として「現金預け金」に

２，０１１ 百万円を計上しております。
21. 　手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処

分できる権利を有しておりますが、その額面金額は１２，７９２百万円であります。
22. 　担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

　　　　有価証券　　         ２２，６７４ 百万円
　担保資産に対応する債務

　　　　預金　　　　　　　　　 ５，５４７ 百万円

　上記のほか、為替決済、コールマネー等の取引の担保として、有価証券４２，１８３百万円を差し入れてお

ります。

　子法人等の借入金の担保として、有価証券１，７０５百万円を差し入れております。

　また、動産不動産のうち保証金権利金は１，９０４百万円であります。
23.   土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

  再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日

公布政令第１１９号)第２条第１号に定める当該事業用土

地の近隣の地価公示法、同条第 ４号に定める路線価およ

び同条第５号に定める不動産鑑定評価に基づいて、(奥行

価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等)合理的

な調整を行って算出。

24.   借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１０，０００

百万円が含まれております。
25.   １株当たりの純資産額 ２６７円５８銭
26.   商法施行規則第１２４条第３号を当中間期末に適用し、同号に規定する時価を付したことにより増加した純

資産額は、８５１百万円であります。
27. 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、

「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。以下30. まで同様でありま

す。

　売買目的有価証券

中間貸借対照表計上額 341 百万円

当中間期の損益に含まれた評価差額 0 百万円

　満期保有目的の債券で時価のあるもの
中 間 貸 借
対照表計上額

時価 差額
うち益 うち損

その他 9,884 百万円 9,940 百万円 56 百万円 89 百万円 32 百万円

合計 9,884 9,940 56 89 32

　その他有価証券で時価のあるもの
取得原価 中 間 貸 借

対照表計上額
評価差額

うち益 うち損
株式　　　　 4,633 百万円 6,044 百万円 1,410 百万円 1,622 百万円 211 百万円

債券　　 128,436 128,302 △ 133 322 456

国債  　　　62,992 62,880 △ 112 38 150

地方債 4,396 4,278 △ 117 13 131

社債　　　  61,047 61,143 95 269 173

その他　　　 27,796 27,947 150 540 389

合計　　　 160,865 162,293 1,427 2,485 1,057

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債５７６百万円を差し引いた額８５０百万円が、「株式等評価差

額金」に含まれております。
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28.   当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却額 　売却益 売却損

16,872 百万円　 1,167 百万円　 - 百万円
29.   時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

内　　容 中間貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 64 百万円

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く)　 966 百万円

事業債私募債 1,150 百万円
30.   その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであり

ます。
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

債券 11,148 百万円 100,918 百万円 17,385 百万円 - 百万円

国債 2,042 54,413 6,424 -

地方債 187 407 3,683 -

社債 8,918 46,098 7,276 -

その他 2,270 2,588 17,428 11,853

合計 13,418 103,506 34,813 11,853

31. 　金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　運用目的の金銭の信託

中間貸借対照表計上額 999 百万円

当中間期の損益に含まれた評価差額 △ 0 百万円
32.   賃貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の社債に１，７０５百万円含まれております。
33. 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、２２７，５６５百万円であります。このうち契約残存期間が１年

以内のものが、２９，１３７百万円あります。

　なお、これらの契約は、融資実行されずに終了するものも含まれているため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把

握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
34. 　繰延税金資産については、当中間期末において重要な税務上の繰越欠損金が存在しておりますが、５年間の

長期収益計画に基づいて計上しております。
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第８１期中 （ 平成16年４月１日から平成16年９月30日まで ）中間損益計算書

株式会社  関東つくば銀行

科           目 金           額

16,167

(  )

(  )

28,210

（  )

12,042

1,420

363

10,984

21

△ 37

10,968

1,538

41

9,387

　注  1.　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 2.　１株当たり中間純損失金額 ４８５円 ６０銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、当中間会計年度は純損失が計上されて

 いるので、記載しておりません。

 3.　｢その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 １６，５９４百万円を含んでおります。

 4.　「特別利益」には、退職金制度変更に伴う過去勤務債務の損益処理額１，０７７百万円を含

 んでおります。

 5.　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１
 日に公布され、平成１６年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一
 部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、「法
 人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業
 会計基準委員会実務対応報告第１２号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基
 づき算定された法人事業税について、当中間期から中間損益計算書中の「営業経費」に含めて
 表示しております。

385

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

経 常 損 失

209

1,138

64

9,785

16,835

経 常 費 用

2,886

164

1,376

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 業 務 収 益

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 費 用

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 収 益

中 間 未 処 理 損 失

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

税 引 前 中 間 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業税

中 間 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

（単位：百万円）

経 常 収 益

10,651

（うち有価証券 利息 配当 金） 776

11,740
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株式会社　関東つくば銀行

比 較 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）

（ 単位：百万円）
平 成 16 年 平 成 15 年 比 較 平成15年度末 比 較

中間期末(A) 中間期末(B) (A － B) （要約）(C) (A － C)

116,486 164,645 △ 48,159 141,401 △ 24,915

- - - 30,058 △ 30,058

2,858 109 2,749 3,112 △ 254

341 529 △ 188 357 △ 16

999 - 999 - 999

171,619 173,747 △ 2,128 150,637 20,982

847,509 843,819 3,690 850,481 △ 2,972

1,852 1,890 △ 38 4,049 △ 2,197

6,240 4,856 1,384 4,426 1,814

10,998 12,058 △ 1,060 11,246 △ 248

11,350 12,723 △ 1,373 10,817 533

7,410 7,506 △ 96 7,123 287

△ 25,837 △ 11,273 △ 14,564 △ 15,143 △ 10,694

1,151,827 1,210,614 △ 58,787 1,198,568 △ 46,741

1,107,359 1,155,288 △ 47,929 1,134,140 △ 26,781

- - - 8,043 △ 8,043

10,000 10,000 0 10,000 0

15 19 △ 4 8 7

3,083 2,471 612 2,543 540

321 339 △ 18 338 △ 17

3,380 6,048 △ 2,668 4,315 △ 935

929 690 239 967 △ 38

7,410 7,506 △ 96 7,123 287

1,132,498 1,182,363 △ 49,865 1,167,479 △ 34,981

20,000 20,000 0 20,000 0

7,796 7,796 0 7,796 0

7,796 7,796 0 7,796 0

0 - 0 - 0

△ 9,387 △ 755 △ 8,632 1,538 △ 10,925

△ 9,387 △ 755 △ 8,632 1,538 △ 10,925

中間（当期）純利益（△損失） △ 10,968 △ 810 △ 10,158 1,129 △ 12,097

105 1,018 △ 913 147 △ 42

850 215 635 1,636 △ 786

△ 36 △ 25 △ 11 △ 31 △ 5

19,329 28,250 △ 8,921 31,088 △ 11,759

1,151,827 1,210,614 △ 58,787 1,198,568 △ 46,741

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科 目

外 国 為 替

そ の 他 資 産

貸 出 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金
（資産の部）

金 銭 の 信 託

動 産 不 動 産

預 金

資 産 の 部 合 計

（負債の部）

貸 倒 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

借 用 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

中間（当期）未処分利益(△損失）

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（資本の部）

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金
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株式会社　関東つくば銀行

比 較 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

（単位：百万円）
平成16年 平成15年 比 較 平成15年度末

中間期(A) 中間期(B) （ A-B ） 要約 ( C )

16,167 14,703 1,464 33,477

11,740 12,152 △ 412 24,226

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 10,651 ) ( 11,463 ) ( △ 812 ) ( 22,719 )

（うち有価証券利息配当金） ( 776 ) ( 592 ) ( 184 ) ( 1,298 )

2,886 2,201 685 4,570

164 161 3 3,139

1,376 187 1,189 1,540

28,210 14,515 13,695 31,958

385 322 63 739

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 209 ) ( 253 ) ( △ 44 ) ( 494 )

1,138 1,069 69 2,076

64 427 △ 363 430

9,785 9,342 443 18,628

16,835 3,353 13,482 10,083

△ 12,042 187 △ 12,229 1,518

1,420 688 732 2,434

363 1,192 △ 829 1,602

△ 10,984 △ 316 △ 10,668 2,351

21 25 △ 4 50

△ 37 469 △ 506 1,172

△ 10,968 △ 810 △ 10,158 1,129

1,538 - 1,538 -

- - - 0

41 55 △ 14 409

△ 9,387 △ 755 △ 8,632 1,538

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益
（△中間（当期）未処理損失）

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
（△税引前中間（当期）純損失）

経 常 利 益 （ △ 経 常 損 失 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
（ △ 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ）

自 己 株 式 処 分 差 損

科 目

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

前 期 繰 越 利 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益
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株式会社　関東つくば銀行

リース取引関係

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自  平 成 16年４月１日 自  平 成 15年４月１日 自  平 成 15年４月１日

至  平 成 16年９月30日 至  平 成 15年９月30日 至  平 成 16年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認 リース物件の所有権が借主に移転すると認 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース められるもの以外のファイナンス・リース められるもの以外のファイナンス・リース

取引 取引 取引

・リース物件の取得価額相当額、減価償却 ・リース物件の取得価額相当額、減価償却 ・リース物件の取得価額相当額、減価償却

　累計額相当額及び中間期末残高相当額 　累計額相当額及び中間期末残高相当額 　累計額相当額及び期末残高相当額

動 産 その他 合 計 動 産 その他 合 計 動 産 その他 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 1,535 48 1,584 取得価額相当額 826 48 874 取得価額相当額 976 48 1,025

減価償却累計額
相当額

351 33 384
減価償却累計額
相当額

166 23 190
減価償却累計額
相当額

240 28 269

中間期末残高
相当額

1,184 15 1,199
中間期末残高
相当額

659 25 684 期末残高相当額 735 20 756

・未経過リース料中間期末残高相当額 ・未経過リース料中間期末残高相当額 ・未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年超 合 計 １年内 １年超 合 計 １年内 １年超 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

253 959 1,213 142 548 690 168 599 768

　 　 　

・当中間期の支払リース料、減価償却費 ・当中間期の支払リース料、減価償却費 ・当期の支払リース料、減価償却費相当

　相当額及び支払利息相当額 　相当額及び支払利息相当額 　額及び支払利息相当額

　支払リース料 141 百万円 　支払リース料 83 百万円 　当期の支払リース料 176 百万円

　減価償却費相当額 119 百万円 　減価償却費相当額 70 百万円 　減価償却費相当額 149 百万円

　支払利息相当額 32 百万円 　支払利息相当額 20 百万円 　支払利息相当額 40 百万円

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額   同左   同左

  を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額

  相当額差額を利息相当額とし、各期への   同左   同左

  配分方法については、利息法によってお

  ります。

　 　 　

有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）
　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、当中間会計期間、前中間会計期間、前事業年度の
いずれも該当ありません。

追加情報
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自  平 成 16年４月１日 自  平 成 15年４月１日 自  平 成 15年４月１日

至  平 成 16年９月30日 至  平 成 15年９月30日 至  平 成 16年３月31日

　当行は、平成16年11月に株式会社茨城銀
行と平成18年１月を目途とする合併の検討
開始について合意しております。なお、合 ―――――――――― ――――――――――
併の趣旨を踏まえ「金融機能の強化のため
の特別措置に関する法律」の適用申請につ
いても今後検討してまいります。
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株式会社　関東つくば銀行
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株式会社　関東つくば銀行

１．平成1６年度中間決算の概況

(１)　損益状況

【単体】 （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

15年中間期比

1 13,203 508 12,695

2 12,768 477 12,291

3 10,868 △ 588 11,456

4 1,735 617 1,118

5 164 447 △ 283

6 435 31 404

7 487 114 373

8 12 0 12

9 △ 64 △ 81 17

10 9,309 451 8,858

11 4,565 171 4,394

12 4,189 250 3,939

13 554 30 524

14 3,893 56 3,837

15 3,734 △ 51 3,785

16 1,561 1,739 △ 178

17 2,332 △ 1,684 4,016

18 159 107 52

19 △ 14,373 △ 10,544 △ 3,829

20 945 1,012 △ 67

21 15,076 11,696 3,380

22 48 48 -

23 15,032 12,075 2,957

24 - - -

25 - - -

26 △ 4 △ 426 422

27 △ 12,042 △ 12,229 187

28 1,057 1,561 △ 504

29 △ 331 △ 285 △ 46

30 - △ 2 2

31 331 283 48

32 342 △ 338 680

33 1,045 2,183 △ 1,138

34 △ 10,984 △ 10,668 △ 316

35 21 △ 4 25

36 △ 37 △ 506 469

37 △ 10,968 △ 10,158 △ 810

【連結】 （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

15年中間期比

1 △ 11,611 △ 11,756 145

2 △ 10,510 △ 9,658 △ 852

税 金

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

臨 時 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

除く債券5勘定尻(コア業務純益）

業 務 純 益

人 件 費

国 際 業 務 粗 利 益

物 件 費

役 務 取 引 等 利 益

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

そ の 他 業 務 利 益

業 務 粗 利 益

資 金 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

うち株式等損益 (3勘定尻)

う ち 不 良 債 権 処 理 額

貸 出 金 償 却 ・ 放 棄

う ち 国 債 等 債 券 損 益 (5 勘 定 尻 )

バ ル ク セ ー ル 売 却 損

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

経 常 損 益

特 別 損 益

共 同 債 権 買 取 機 構 売 却 損

債 権 売 却 損 失 引 当 金 繰 入 額

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益

動 産 不 動 産 処 分 損

動 産 不 動 産 処 分 益

う ち 償 却 債 権 取 立 益

う ち そ の 他 の 特 別 損 益

税 引 前 中 間 純 損 益

中 間 純 損 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 損 益

経 常 損 益

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

1



株式会社　関東つくば銀行

(2)　業務純益

【単体】 (単位:百万円)

16年中間期 15年中間期

15年中間期比

3,893 56 3,837

職員一人当たり(千円) 3,421 309 3,112

2,332 △ 1,684 4,016

職員一人当たり(千円) 2,049 △ 1,208 3,257

 (注）「職員１人当たり利益」は、期中平均人員により算出しております。

（3）　利鞘

【単体】 (単位：%)

16年中間期 15年中間期

15年中間期比

　 資  金  運  用  利  回   （A） 2.13 △ 0.10 2.23

(イ) 貸出金利回 2.60 △ 0.11 2.71

(ロ) 有価証券利回 0.82 0.19 0.63

　 資  金  調  達  原  価   （B） 1.72 0.12 1.60

(イ) 預金等利回 0.03 △ 0.01 0.04

(ロ) 外部負債利回 3.41 0.93 2.48

　 総　資　金　利　鞘　　　（A)-（B) 0.41 △ 0.22 0.63

 (注）小数点以下第二位未満を切り捨てて表示しております。

（4）　有価証券関係損益　

【単体】 (単位:百万円)

16年中間期 15年中間期

15年中間期比

159 107 52

売 却 益 159 18 141

償 還 益 - - -

売 却 損 - △ 89 89

償 還 損 - - -

償 却 - - -

945 1,012 △ 67

売 却 益 1,007 943 64

売 却 損 - △ 72 72

償 却 62 3 59

国 債 等債券損益 (5 勘 定尻 )

株 式 等 損 益 (3 勘 定 尻 )

業務純益(一般貸倒繰入前)

業 務 純 益

2



株式会社　関東つくば銀行

（5）有価証券の評価損益

①有価証券の評価基準

有価証券

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的債券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入）

子会社及び関連会社株式 原価法

金銭の信託

運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）

②評価損益

【単体】 　　（単位：百万円）

平成16年9月末 平成15年9月末

満期保有目的 56 61 89 32 △ 5 - 5

その他有価証券 1,427 1,065 2,485 1,057 362 2,398 2,036

株式 1,410 △ 418 1,622 211 1,828 1,951 122

債券 △ 133 1,106 322 456 △ 1,239 125 1,365

その他 150 376 540 389 △ 226 321 548

合計 1,484 1,128 2,574 1,090 356 2,398 2,042

株式 1,410 △ 418 1,622 211 1,828 1,951 122

債券 △ 133 1,106 322 456 △ 1,239 125 1,365

その他 207 438 630 422 △ 231 321 553

(注)1.　金融商品に係る会計基準の適用に伴い、「その他の有価証券」を時価評価しております。
　　2.　時価評価することにより生じる評価差額金1,427百万円から繰延税金負債576百万円を差引いた額
　　　850百万円が「株式等評価差額金」に含まれております。

【連結】 　　（単位：百万円）

平成16年9月末 平成15年9月末

満期保有目的 56 61 89 32 △ 5 - 5

その他有価証券 1,431 1,064 2,489 1,057 367 2,403 2,036

株式 1,410 △ 418 1,622 211 1,828 1,951 122

債券 △ 129 1,105 326 456 △ 1,234 130 1,365

その他 150 376 540 389 △ 226 321 548

合計 1,488 1,126 2,578 1,090 362 2,403 2,042

株式 1,410 △ 418 1,622 211 1,828 1,951 122

債券 △ 129 1,105 326 456 △ 1,234 130 1,365

その他 207 438 630 422 △ 231 321 553

(注)1.　金融商品に係る会計基準の適用に伴い、「その他の有価証券」を時価評価しております。
　　2.　時価評価することにより生じる評価差額金1,431百万円から繰延税金負債576百万円を差引いた額
　　　854百万円のうち少数株主相当額 3百万円を控除した額851百万円が「株式等評価差額金」に含まれ
　　　ております。

評価損 評価益 評価損

評 価 損 益 評 価 損 益

15年9月末比 評価益

評価損

評 価 損 益 評 価 損 益

評価益 評価益15年9月末比 評価損
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株式会社　関東つくば銀行

（6）退職給付関連

　①　退職給付債務残高

【単体】 （単位：百万円）
16年中間期 15年中間期

退職給付債務残高（期首）　　（Ａ） 11,066 15,601

　　　（割引率） 2.00% 2.50%

年金資産時価総額（期首） （Ｂ） 4,346 4,728

退職給付引当金（期首）   （Ｃ） 4,315 5,767

数理計算上の差異（期首） （Ｄ） 2,442 2,635

過去勤務債務             （Ｅ） △ 2,155 -

会計基準変更時差異（期首）（Ａ-Ｂ-Ｃ-Ｄ-Ｅ-Ｆ） 2,177 2,470

信託設定による処理額   （Ｆ) - -

要償却残額 2,117 2,470

当中間期の償却額　　（Ｇ） 176 176

　　（償却年数） 10年 10年

要償却残額（当中間期末） 1,940 2,293

【単体】 （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

退職給付引当金（期末） 3,380 6,048

【連結】（参考） （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

退職給付引当金 3,412 6,080

　②　退職給付費用

【単体】 （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

退職給付費用　　　　　　　　（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ） 542 671

勤務費用　　　　　　　 　（Ａ） 172 249

利息費用                 （Ｂ） 110 195

期待運用収益             （Ｃ） △ 65 △ 93

過去勤務債務処理額       （Ｄ） - -

数理計算上の差異処理額   （Ｅ） 148 143

会計基準変更時差異処理額 （Ｆ） 176 176

【連結】（参考） （単位：百万円）

16年中間期 15年中間期

退職給付費用 549 678
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株式会社　関東つくば銀行

（7）　自己資本比率(国内基準)

【単体】 　(単位:億円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

（速報値） 16年3月末比 15年9月末比

① 自己資本比率 5.10 % △ 1.48 % △ 1.38 % 6.58 % 6.48 %

② T i e r   Ⅰ 183 △ 110 △ 87 293 270

③ T i e r   Ⅱ 135 △ 10 △ 11 145 146

　　(イ) うち自己資本に計上された再評価額 4 △ 1 △ 3 5 7

　　(ロ) うち劣後ローン(債権)残高 91 △ 8 △ 8 99 99

④ 控 除 項 目 1 0 1 1 0

1 0 1 1 0

⑤ 自 己 資 本 ② + ③ - ④ 318 △ 119 △ 98 437 416

⑥ リスクアセット 6,226 △ 418 △ 198 6,644 6,424

【連結】 (単位:億円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

（速報値） 16年3月末比 15年9月末比

① 自己資本比率 5.18 % △ 1.38 % △ 1.29 % 6.56 % 6.47 %

② T i e r   Ⅰ 187 △ 106 △ 84 293 271

③ T i e r   Ⅱ 137 △ 8 △ 9 145 146

　　(イ) うち自己資本に計上された再評価額 4 △ 1 △ 3 5 7

　　(ロ) うち劣後ローン(債権)残高 93 △ 6 △ 6 99 99

④ 控 除 項 目 1 0 1 1 0

1 0 1 1 0

⑤ 自 己 資 本 ② + ③ - ④ 324 △ 114 △ 93 438 417

⑥ リスクアセット 6,254 △ 419 △ 192 6,673 6,446

（8）　ＲＯＥ

【単体】 (単位：%)

ＲＯＥ(株主資本利益率） 16年中間期

　業務純益ベース　　　　※1 15.01 % △ 10.54 % 25.55 %

　中間利益ベース　　　　※2 - - -

（注）※1　業務純益／資本の部合計平残×365日÷183日×100

　　　※2　中間利益／資本の部合計平残×365日÷183日×100

15年中間期

15年中間期比

(他の金融機関の資本調達手段の意
図的な保有相当額）

(他の金融機関の資本調達手段の意
図的な保有相当額）
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株式会社　関東つくば銀行

２．貸出金等の状況

（１）　リスク管理債権の状況

部分直接償却実施後

未収利息不計上基準 （自己査定債務者基準）

【単体】 (単位：百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

破 綻 先 債 権 額 5,298 △ 1,323 △ 865 6,621 6,163

延 滞 債 権 額 76,438 △ 304 4,430 76,742 72,008

３ヶ月以上延滞債権額 635 55 △ 811 580 1,446

貸 出 条件緩 和債 権額 16,542 3,861 185 12,681 16,357

合 計 98,916 2,291 2,941 96,625 95,975

貸出金残高　(末残) 847,509 △ 2,972 3,690 850,481 843,819

(単位：％)

破 綻 先 債 権 額 0.62 △ 0.15 △ 0.11 0.77 0.73

延 滞 債 権 額 9.01 △ 0.01 0.48 9.02 8.53

３ヶ月以上延滞債権額 0.07 0.01 △ 0.10 0.06 0.17

貸 出 条件緩 和債 権額 1.95 0.46 0.02 1.49 1.93

合 計 11.67 0.31 0.30 11.36 11.37

【連結】 (単位：百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

破 綻 先 債 権 額 6,900 △ 1,331 △ 754 8,231 7,654

延 滞 債 権 額 79,423 △ 613 4,044 80,036 75,379

３ヶ月以上延滞債権額 635 55 △ 811 580 1,446

貸 出 条件緩 和債 権額 16,550 3,861 122 12,689 16,428

合 計 103,511 1,974 2,602 101,537 100,909

貸出金残高　(末残) 847,461 △ 4,255 2,619 851,716 844,842

破 綻 先 債 権 額 0.81 △ 0.15 △ 0.09 0.96 0.90

延 滞 債 権 額 9.37 △ 0.02 0.45 9.39 8.92

３ヶ月以上延滞債権額 0.07 0.01 △ 0.10 0.06 0.17

貸 出 条件緩 和債 権額 1.95 0.47 0.01 1.48 1.94

合 計 12.21 0.29 0.27 11.92 11.94

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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株式会社　関東つくば銀行

（２）　貸倒引当金等の状況

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

25,837 10,694 14,564 15,143 11,273

6,135 1,562 1,604 4,573 4,531

19,702 9,133 12,961 10,569 6,741

【連結】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

29,333 10,426 14,411 18,907 14,922

6,046 1,417 1,565 4,629 4,481

23,286 9,008 12,846 14,278 10,440

（３）　リスク管理債権に対する引当率

【単体】 (単位:百万円  % )

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

Ａ 98,916 2,291 2,941 96,625 95,975

Ｂ 72,092 △ 1,733 △ 3,605 73,825 75,697

Ｃ 21,825 9,895 13,093 11,930 8,732

81.36 29.04 38.30 52.32 43.06

94.94 6.19 6.97 88.75 87.97

【連結】 (単位:百万円  % )

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

Ａ 103,511 1,974 2,602 101,537 100,909

Ｂ 72,969 △ 2,329 △ 4,250 75,298 77,219

Ｃ 25,325 10,004 13,219 15,321 12,106

82.92 24.53 31.82 58.39 51.10

94.96 5.72 6.44 89.24 88.52保 全 率（Ｂ + Ｃ ） /Ａ

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

引 当 率 Ｃ/（Ａ-Ｂ）

保 全 率（Ｂ + Ｃ ） /Ａ

引 当 率 Ｃ/（Ａ-Ｂ）

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

リ ス ク 管 理 債 権

担保･保証等回収可能額

担保･保証等回収可能額

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

リ ス ク 管 理 債 権
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株式会社　関東つくば銀行

（４）　金融再生法開示債権

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

30,414 △ 2,650 △ 4,126 33,064 34,540

52,685 976 7,821 51,709 44,864

17,178 3,916 △ 626 13,262 17,804

100,277 2,242 3,069 98,035 97,208

758,227 △ 4,835 716 763,062 757,511

858,504 △ 2,593 3,785 861,097 854,719

【連結】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

35,205 △ 2,462 △ 3,923 37,667 39,128

52,973 975 7,828 51,998 45,145

17,187 3,917 △ 688 13,270 17,875

105,364 2,429 3,217 102,935 102,147

759,746 △ 4,696 1,247 764,442 758,499

865,110 △ 2,267 4,464 867,377 860,646

（５）　金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 (単位:百万円 %)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

95,245 8,188 9,584 87,057 85,661

73,058 △ 1,695 △ 3,635 74,753 76,693

22,186 9,883 13,218 12,303 8,968

( Ｄ )/( Ａ-Ｃ ) 81.51 28.67 37.80 52.84 43.71

( Ｂ ) / ( Ａ ) 94.98 6.18 6.86 88.80 88.12

【連結】 (単位:百万円 %)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

100,259 8,349 9,697 91,910 90,562

74,425 △ 1,790 △ 3,794 76,215 78,219

25,834 10,140 13,492 15,694 12,342

( Ｄ )/( Ａ-Ｃ ) 83.50 24.77 31.92 58.73 51.58

( Ｂ ) / ( Ａ ) 95.15 5.87 6.50 89.28 88.65保 全 率

引 当 率

要 管 理 債 権

小 計 （ Ａ ）

正 常 債 権

合 計

保 全 額 ( Ｂ )

担 保 保 証 等 （ Ｃ ）

貸 倒 引 当 金 （ Ｄ ）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

危 険 債 権

小 計 （ Ａ ）

正 常 債 権

合 計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

貸 倒 引 当 金 （ Ｄ ）

引 当 率

保 全 率

保 全 額 ( Ｂ )

担 保 保 証 等 （ Ｃ ）
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株式会社　関東つくば銀行

（４）、（５）の付表

金融再生法開示債権の引当、保全の状況

【単体】 　　　　　（単位：百万円 ％）

与信残高 担保等保全額 回収懸念額 引　当　金 引　当　率 保　全　率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｄ/Ｃ （Ｂ+Ｄ）/Ａ

破産更生債権及びこれらに
準 ず る 債 権

30,414 24,748 5,665 5,665 100.00 100.00

危 険 債 権 52,685 35,173 17,511 13,158 75.14 91.73

要 管 理 債 権 17,178 13,136 4,041 2,586 63.99 91.52

合 計 100,277 73,058 27,218 21,411 78.66 94.20

【連結】 　　　　　（単位：百万円 ％）

与信残高 担保等保全額 回収懸念額 引　当　金 引　当　率 保　全　率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｄ/Ｃ （Ｂ+Ｄ）/Ａ

破産更生債権及びこれらに
準 ず る 債 権

35,205 25,980 9,224 9,224 100.00 100.00

危 険 債 権 52,973 35,299 17,672 13,248 74.96 91.64

要 管 理 債 権 17,187 13,145 4,041 2,586 63.99 91.53

合 計 105,364 74,425 30,939 25,059 80.99 94.41

１６年９月期

１６年９月期
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株式会社　関東つくば銀行

（６）　業種別貸出状況等

① 業種別貸出金

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

847,509 △ 2,972 3,690 850,481 843,819

製 造 業 71,188 △ 7,060 △ 6,100 78,248 77,288

農 業 11,184 △ 1,384 △ 1,547 12,568 12,731

林 業 298 8 12 290 286

漁 業 399 △ 122 △ 74 521 473

鉱 業 657 △ 70 7 727 650

建 設 業 72,761 △ 7,921 △ 1,743 80,682 74,504

電気・ガス・熱供給・水道業 1,012 △ 156 △ 139 1,168 1,151

情 報 通 信 業 4,144 △ 224 △ 17 4,368 4,161

運 輸 業 22,149 △ 1,419 △ 96 23,568 22,245

卸 売 ・ 小 売 業 82,034 △ 8,331 △ 6,076 90,365 88,110

金 融 ・ 保 険 業 56,639 24,666 39,353 31,973 17,286

不 動 産 業 87,503 △ 5,402 △ 4,784 92,905 92,287

サ ー ビ ス 業 129,441 △ 4,941 △ 3,234 134,382 132,675

地 方 公 共 団 体 43,746 △ 2,125 8,060 45,871 35,686

そ の 他 264,354 11,510 △ 19,932 252,844 284,286

② 業種別リスク管理債権

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末 16年3月末 15年9月末

16年3月末比 15年9月末比

98,916 2,291 2,941 96,625 95,975

製 造 業 11,598 △ 296 △ 1,266 11,894 12,864

農 業 817 388 386 429 431

林 業 18 △ 2 △ 4 20 22

漁 業 145 105 116 40 29

鉱 業 31 1 1 30 30

建 設 業 16,504 1,914 3,351 14,590 13,153

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

情 報 通 信 業 206 5 72 201 134

運 輸 業 2,700 21 △ 9 2,679 2,709

卸 売 ・ 小 売 業 16,196 439 1,902 15,757 14,294

金 融 ・ 保 険 業 531 △ 39 △ 534 570 1,065

不 動 産 業 16,673 191 △ 301 16,482 16,974

サ ー ビ ス 業 21,066 △ 1,927 △ 2,701 22,993 23,767

地 方 公 共 団 体 - - - - -

そ の 他 12,424 1,490 1,927 10,934 10,497

国 内 店 分

国 内 店 分
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株式会社　関東つくば銀行

③消費者ローン残高

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末

16年3月末比 15年9月末比

　消費者ローン残高 238,876 10,306 △ 24,165 228,570 263,041

うち住宅ローン残高 196,248 11,996 △ 20,884 184,252 217,132

うちその他ローン残高 42,628 △ 1,690 △ 3,280 44,318 45,908

④中小企業等貸出比率

【単体】 (単位: % )

16年9月末

16年3月末比 15年9月末比

　中小企業等貸出比率 87.42 △ 0.82 △ 3.64 88.24 91.06

(７)　預金,貸出金の残高

【単体】 (単位:百万円)

16年9月末

16年3月末比 15年9月末比

　預　 金  (末残) 1,107,359 △ 26,781 △ 47,929 1,134,140 1,155,288

　預　 金  (平残) 1,107,636 △ 22,376 △ 32,096 1,130,012 1,139,732

　貸出金　(末残) 847,509 △ 2,972 3,690 850,481 843,819

　貸出金　(平残) 816,579 △ 23,584 △ 24,481 840,163 841,060

16年3月末 15年9月末

16年3月末 15年9月末

16年3月末 15年9月末
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